７月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）　消費税廃止各界連絡会
　ご通行中の皆さん、私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税増税に反対する宣伝・署名をおこなっています。しばらくの間ご協力をお願いします。

　先の参議院選挙では、消費税増税問題が大争点になり、全国で大きな不安や怒りが広がりました。そして、消費税率の10％への引き上げを主張した与党民主党は過半数を割り込むなど議席を減少させました。
　しかし、菅首相は、選挙後、改めて消費税増税の必要性を強調し、超党派による協議を呼びかけました。また、財界は、消費税増税や法人税減税を含めた税制の抜本改革に向け、議論を継続しておこなうようにと消費税増税に向けた動きを後押ししています。
消費税率が10％に引き上げられれば、総額12兆円、４人家族で年間16万円もの負担増になります。

　消費税は低所得者ほど負担が重くなる最悪の不公平税制であり、社会保障・福祉の財源には最もふさわしくない税金です。
　とりわけ、重大なのは、菅首相が、財政が大変だといいながら、消費税増税と合わせ、法人税の減税を主張していることです。すでに経済産業省は、国際競争力の強化を理由にして、法人実行税率の15％引き下げを打ち出しています。

　消費税増税とセットにした法人税の減税は、日本経団連などの財界がこれまで繰り返し要求してきたものであり、今回の増税計画が、財政再建や社会保障のためではなく、この財界の要求に応えたものであることは明らかです。法人税を15％も引き下げれば、９兆円の減収となり、消費税の増税分のほとんどが消えてしまいます。

　しかも、みなさん、日本の法人税率が諸外国と比較して高く、国際競争力の障害になっているなどという論拠は成り立ちません。日本の大企業には様々な優遇制度が実施されており、実際の負担率は、すでに30％程度になっています。ソニー、パナソニックなどは10％台であり、三菱東京ＵＦＪ銀行などの三大メガバンクは、欠損金の繰越期間延長で、この10年間、法人税を１円も払っていません。
　日本企業の社会保障負担はヨーロッパなどより低く、税金と社会保険料を合わせると、日本の大企業負担はフランスの７割程度で、法人税を減税しなければ、日本の国際競争力が低下するという状況ではありません。

　１９９７年、自民党の橋本内閣が強行した消費税の５％への増税と医療費の値上げは、回復しつつあった景気に冷や水を浴びせて、大型倒産を引き起こすなど深刻な不況をつくり出しました。今回は、家計所得が減少するなかでの増税計画であり、実施が強行されれば、その破壊的影響は計り知れないものがあります。
　みなさん、財政や社会保障が大変だといいますが、財源はあります。年間５兆円もの軍事費の大幅削減、１メートル１億円もかかる東京外環道計画など大型開発の無駄を削り、下げすぎた法人税をもとに戻して、株の利益や配当を優遇する証券優遇税制などを見直せば、財政再建や社会保障の財源の確保は十分可能です。
　消費税の増税に反対する各界連の署名にどうかご協力をお願いします。
